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地縁による団体とは 

 

 はじめに  

 わが国には、住民相互間の連絡等の地域的な共同活動を行い、地域社会における重要な

役割を担う団体として、全国各地におよそ 30 万の自治会、町内会等（以下「自治会」と

いいます。）が存在しています。 

 これらの多くは、団体としての意見を持ち、集会所や公民館などの不動産を保有し、そ

の目的を達成するために様々な社会的活動をしていますが、法人格を有しないため、「権

利能力なき社団」として位置づけられ、団体名義で不動産登記ができませんでした。 

 このため、自治会が所有する集会所等を登記しようにも、代表者の個人名義や複数の住

民名義で登記を行うほかなく、「名義人の債権者が不動産を差し押さえられた」「登記名義

人の死亡後に、相続人との間で所有権を巡るトラブルが生じた」といった問題が生じるこ

とになります。 

 こうした問題に対処するため、平成３年に地方自治法の一部が改正され、自治会や町内

会といった地縁による団体（以下「地縁団体」といいます。）が一定の手続きを行い、市

長の認可・告示を受けることで法人格を取得することが可能になり、団体名義で不動産登

記ができるようになりました。 

 このような一定の手続きにより法人格を取得した団体を『認可地縁団体』といいます。 

 なお、地方自治法の改正により、令和３年 11 月 26 日から認可地縁団体の認可の目的

について不動産等の保有を前提としないものに見直し、不動産等の保有の有無にかかわ

らず、地域的な共同活動を円滑に行うため認可を受けることができるようになりました。 

 

 地縁による団体とは  

 地縁による団体とは、地方自治法第 260 条の２において、「町又は字の区域その他市町

村内の一定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて形成された団体」と定義されてい

ます。 

 従って、その区域に住んでいるだけで団体の構成員になれ、性別、年齢、国籍、限定的

目的といった他の要件を伴う団体は対象外となります。 

 朝来市内では、令和６年３月末現在、61 団体※（区 58、地域２、自治協１）が認可地

縁団体として法人格を取得しています。 

 ※生野５団体、和田山 26 団体、山東 21 団体、朝来９団体 
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【地縁団体と認められないもの】 

 ○青年団、婦人会、子ども会……住所要件のほか、性別、年齢などの条件が必要な団体 

 ○スポーツ団体、伝統芸能保存会……活動目的が限定的な団体 

 

 認可地縁団体設立（自治会法人化）の目的  

 地域的な共同活動は、地縁による団体が任意団体として行うことも可能ですが、認可を

受け、法人格を取得する目的としては、「地域的な共同活動のための不動産又は不動産に

関する権利等を保有する」以外にも、 

 ・継続した活動基盤の確立 

 ・法人が契約主体となることによる事業活動の充実化 

 ・法律上の責任の所在の明確化 

 ・個人財産と法人財産との混同防止 

 ・対外的な信用の獲得  等が挙げられます。 

 

 法人化のメリット・デメリット  

１ メリット 

  自治会名義で不動産を登記できるほか、地域で求められる役割を安定的・継続的に果

たすことができることです。なお、不動産登記は、一度登記をすれば、以後代表者が変

更になっても、登記内容を変更する手続きをする必要がありません。 

 

２ デメリット 

  これまでの自治会規約を地方自治法の規定に則した規約に変更する必要があります。

これまで認可された地縁団体の例を見ると、多くの場合、認可前の規約を大きく改める

必要が生じています。また、規約の変更には市長の認可が必要となるほか、代表者（会

長）が変更するたびに市長に届出を行う必要があり、事務的な手続きが多くなります。 

 

 不動産登記の目的  

 従来、自治会が集会施設や土地を保有していても、その自治会名義で登記することがで

きず、代表者名義や複数の個人による共有名義又は覚書に基づいて市町村名義で登記さ

れていました。 
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 その場合、 

・登記名義人の債権者が、不動産を差し押さえて競売してしまった。 

・登記名義人が死亡した場合に、相続人との間で所有権の争いが生じた。 

・多数人による共有として登記しているため、登記名義人が転出するたびに変更登記を行う

必要があり、手続きが非常に面倒である。 

 など、様々な問題が生じていました。 

 自治会が法人格を取得して自治会名義による不動産登記を行うことで、不動産をめぐ

るトラブルを防止することが期待されます。 

 

 登記・登録の対象となる資産（権利）  

 自治会の地域的な共同活動に資すると見込まれるもので、以下に掲げるものをいいま

す。なお、入会権のようないわゆる慣習上の物権は含みません。 

 

１ 不動産に関する権利 

  土地及び建物に関する所有権、地上権、永小作権、地役権、先取特権、質権、抵当権、

賃借権、採石権 

 

２ 立木に関する権利 

  立木の所有権及び抵当権 

 

３ 登録を要する金融資産 

  国債、地方債、社債 

 

４ その他 

  地域的な共同活動に資する資産であって、登録を要する資産（除雪車両、福祉車両、

消防車両、船舶等） 
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法人として認可を受ける要件 

 

 法人格を得るためには  

 法人格を得るためには、法令で定める書類を市長へ提出しなければなりません。市長は

これを審査し、その自治会と提出書類が法令の定める要件に合致する場合には、法人格を

備えた地縁団体として認可し、その旨を告示します。 

 この告示をもって、自治会は法人格を得ることとなり、また、告示事項について第三者

に対抗できることとなります。 

 なお、市長の認可により法人格を得るため、その他の手続（法務局への法人登記など）

は必要ありません。 

 

 認可の要件  

 自治会が法人化するためには、市長の認可が必要となります。認可を受けるためには、

次の４つの要件を満たさなければなりません。 

 

１ 目的 

  良好な地域社会の維持、形成に資する地域的な共同活動を行うことを目的とし、現に

その活動を行っていると認められること。 

【良好な地域社会の維持、形成に資する地域的な共同活動】 

 住民相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持管理など、自治会が現に行っている活動を

総称するもので、特段これまでと異なった活動を念頭に置いているものではありません。 

【現にその活動を行っていると認められること】 

 総会に提出される事業報告、活動実績報告などにより証明できます。 

 

２ 区域 

  団体の区域が住民にとって客観的に明らかなものとして定められていること。 

 区域住民はもとより、市内のその他の住民にとっても容易にその区域が認識できる区域で

あることが必要です。 

 字、地番等による表示が適切ですが、道路及び河川等による表示も可能です。 

 

 



- 5 - 

 

３ 構成員 

  区域内に住所を有するすべての個人が構成員となることができ、その相当数が現に

構成員となっていること。 

 区域内に住所を有すること以外には、年齢・性別・国籍等の条件は付けられません。「相当

数」とは、区域住民の過半数以上とされています。 

 

４ 規約 

  規約を定めていること。 

 地方自治法に基づく所定の要件を満たした規約でなければなりません（所定の要件につい

ては「規約に定めなければならない事項（P.9～10）」参照）。 

 所定の要件がひとつでも欠けると認可されません。 

 

  



- 6 - 

 

認可申請の手続き 

 

 設立に向けた準備  

 認可地縁団体を設立しようとする場合、まずは自治会の総会で設立を進めることの承

認を得る必要があります。 

 設立作業を進める中で自治会構成員（区民）から質問を受け、説明を求められる機会が

予想されます。自治会内でスムーズに作業を進めるためには、まず役員の方が認可地縁団

体について理解を深めることが大切です。 

 

＊設立までのスケジュール例 

１ 
総会において、認可地縁団体設立（自治会法人化）を進めることについて承認

を得る 

２ 役員の学習会を開催 

３ 自治会構成員（区民）を対象とした説明会を開催 

４ 規約改正案を作成（市担当職員と協議） 

５ 総会において、規約の改正と認可申請をすることについて決議 

６ 構成員名簿を作成 

７ 市へ認可申請 

８ 地縁団体として認可、告示 

９ 不動産登記（不動産を保有する場合） 

 

 規約の改正  

 これまでの自治会規約を地方自治法の規定に則した規約に変更する必要があり、多く

の場合、認可前の規約を大きく改める必要が生じています。 

 自治会が権利義務の主体となるためには、組織の管理運営が民主的かつ適切な手続き

の下に行われることが求められ、これを規約において明らかにする必要があります。 

 規約の改正にあたっては、「規約に定めなければならない事項（P.9～10）」を十分確認

し、法定事項をすべて満たすよう留意してください。また、規約改正案は、必ず市担当職

員と協議して作成してください。 

 なお、規約には、法定事項のほか、当該自治会固有の事項を定めることができます。 
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 これまでの規約と大きく変わる点として、総会の定足数と表決権に関する事項が

あげられます。 

 通常、定足数と表決権は世帯単位とする旨規定されていますが、認可地縁団体にお

いては、個人が会員となることから、定足数も表決権も個人単位としなければなりま

せん（表決権については、重要事項（規約の変更、財産の処分、解散）を除き、世帯

単位とすることが可能）。 

 

 構成員名簿の調製  

 認可申請に際して、構成員（会員）の名簿を提出していただきます。 

 区域内に住所を有するすべての個人が構成員となる資格を有し、区域内に住所を有す

ること以外には、年齢・性別・国籍等の条件は付けられません。 

 名簿は、氏名と住所が記載されていればよく、様式に定めはありません。 

 この構成員名簿によって、認可要件のひとつである「現に区域内に住所を有する個人の

うち相当数が構成員となっているかどうか」が判断されます。 

 なお、「相当数」とは、区域住民の過半数以上とされています。 

 

 認可申請手続き  

 総会で規約改正と認可申請の決議がなされた後、次の書類を添えて認可申請を行いま

す。 

 

１ 認可申請書 

２ 規約 

３ 認可申請を総会で議決したことを証する書類 

  ＊総会議事録で、議長、議事録署名人の署名があるもの。 

４ 構成員名簿 

５ 保有資産目録又は保有予定資産目録（資産を保有、不動産の取得を予定する場合に限

る） 

  ＊現在の名義人（市、町、村、個人）を併記してください。 

  ＊市又は旧町と覚書等取り交わしている場合、その写を添付してください。 

  ＊名義人が市又は旧町で覚書等がないものは確認に時間を要することがあります。 

６ 活動を現に行っていることを記載した書類 

  ＊総会に提出する報告書（事業報告、決算、事業計画、予算等）で差し支えありませ
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ん。ただし、具体的な活動内容が分かる程度の記載が必要であり、また、特定活動のみ

の記載は適当でありません。 

７ 申請者が代表者であることを証する書類 

  ＊代表者の承諾書で、本人の署名のあるもの。 

８ 区域を表示した図面 

 

 認 可  

 申請書等を提出してから認可までに要する期間は、１ヶ月程度です。認可の通知は代表

者あてに文書でお知らせします。 

 市長は、申請を認可したときはその旨を告示し、認可地縁団体台帳を作成します。 

 なお、不動産を保有・取得を予定しているものの、覚書等添付を要する書類がない場合、

確認に数カ月要する場合があります。 
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規約に定めなければならない事項 
 

 次の８項目が法定されています。これらのうち１つでも欠けると認可されません。 

 

１ 目的 

 ・スポーツや芸術などの特定活動だけでなく、広く地域的な共同活動を目的とする必要

があります。 

 ・活動の内容は、その団体の権利能力の範囲を明確にできるよう、具体的に定めてくだ

さい。 

 

２ 名称 

  特に法的な制限はありません。（例）○○区（地区）自治会、○○区、○○町内会 

 

３ 区域 

 ・字、地番、住居表示により表示してください。 

 ・河川や道路など、客観的に認識できるものでも可能です。 

  （例）朝来市○○町（大字）□□のうち××川の北の区域 

 

４ 主たる事務所の所在地 

  集会施設又は代表者の自宅とするのが一般的ですが、代表者の自宅の住所地番を規

約に明記すると代表者が変わるたびに規約を改正することとなりますので、次の例に

より定めることが適当です。 

  （例）集会施設………「本会の主たる事務所は、朝来市○町□×番地に置く。」 

     代表者自宅……「本会の主たる事務所は、代表者の自宅に置く。」 

 

５ 構成員の資格に関する事項 

 ・資格要件は区域に住所を有する個人に限られ、これ以外の要件は違法です。 

 ・法人や団体について、表決権等を有しない賛助会員とすることは可能です。 

 ・加入、脱退に関する手続きを定めてください。 

 

６ 代表者に関する事項 

  代表者の選出、任期、職務などを定めてください。一般的には、役員の種別、選任、

職務、任期といった形で規定されます。 
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７ 会議に関する事項 

 ・団体の意思決定機関である総会の種別、構成、権能、開催時期、招集方法、定足数、

議決事項、構成員の表決権、議事録などについて定めてください。 

 ・役員会を置く場合には、総会とは別の条項で定めてください。 

 

８ 資産に関する事項 

  資産（負債は除く）の構成、管理、処分などについて定めてください。 

  ・構成……動産、不動産、金融資産などが該当しますが、個別に規約に掲げると内容

に変更が生じるたびに規約を改正することとなりますので、「別に定める

財産目録記載の資産」と定める方法が適当です。このほかには、会費、活

動による収入、資産から生じる果実などがあります。 

  ・管理……役員会で定める方法により、会長が管理することが一般的です。 

  ・処分……活動上重要な資産を処分し、又は担保に供する場合には、総会で議決する

必要があります。 
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認可後の地縁団体 

 

 不動産等の登記  

 認可後は法務局で土地、建物等の名義を自治会で登記することができます。 

 登記手続きには、自治会が法人格を取得した証明として「地縁団体台帳」の写しが必要

となりますので、朝来市役所まちづくり協働部市民協働課へ証明書の発行を申請し、交付

を受けてください。 

 なお、不動産登記に関する詳しい手続きは、法務局にお問い合わせください。 

 

 自治会の印鑑登録  

 不動産登記等に必要な認可地縁団体の印鑑登録を申請することができます。申請書の

ほか代表者の印鑑登録証明の提出が必要です。 

 

 証明書の発行  

 登記に必要な「認可地縁団体証明書（地縁団体台帳）」や「認可地縁団体印鑑登録証明

書」（登録した場合のみ）を発行します。 

 なお、証明書の発行には申請書の提出と１枚につき 300 円の手数料が必要です。 

 

 告示事項が変更となった場合  

 認可の際に市長が告示した事項に変更が生じた場合、速やかに変更届出書に変更のあ

ったことを証する書類を添えて提出しなければなりません。この届出に基づいて市長が

変更事項を告示しない限り、その変更について第三者に対抗することはできません。 

 役員改選により、代表者が変更になった場合、変更のたびに届出が必要となります。 

 

団体の名称 

規約に定める目的 

区域 

主たる事務所 

代表者の氏名・住所 
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裁判所による代表者の職務執行停止の有無 

職務代行者の選任の有無、並びに職務代行者が有る場合の氏名・住所 

代理人の有無、並びに代理人が有る場合の氏名・住所 

規約に解散事由を定めた場合の解散事由 

認可年月日 

 

 規約を変更する場合  

 規約を変更する場合には、規約変更認可申請書に、変更の内容と理由を記載した書類、

総会議事録（該当部分の抜粋で差し支えありません。議事録署名人の署名を要します。）

を添えて提出しなければなりません。市長の認可を経なければ、規約の変更は無効となり

ます。 

 

 その他  

 代表者を除く構成員が変更した場合の届出は必要ありません。 

 

 市と認可地縁団体の関係  

 市の関与は、自治会が権利義務の主体となるための要件を満たしているかどうかを確

認することにとどまります。 

 地縁団体として認可された後、自治会が市の指揮監督下に置かれるようなことはあり

ません。 

 また、市が認可地縁団体を優遇するようなこともありません。 

 

 税金について  

 各種の税金は、収益事業以外のものについては減免措置があるため、所定の減免申請手

続きをしていただくことによって減免の対象となることがあります。 

 詳しくは、税務署・県税事務所・市役所税務課にお問い合わせください。 
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認可地縁団体 

収益事業を行わない場合 収益事業を行う場合 

国 

税 

法 人 税 非課税 

課 税 

【税率、寄附金損金不算入…普

通法人と同じ】 

消 費 税 
消費税法別表３の法人格とみ

なす 

消費税法別表３の法人格とみ

なす 

登録免許税 
団体への名義変更時に必要 

【固定資産評価額の 20/1000】 

団体への名義変更時に必要 

【固定資産評価額の 20/1000】 

県 

税 

法人県民税 
均等割のみ課税 

【減免措置あり】 
均等割・法人税割が課税 

法人事業税・ 

地方法人特別税 
非課税 課 税 

不動産取得税 
課 税【公益目的の不動産は減

免措置あり】 

課 税【公益目的の不動産は減

免措置あり】 

市
税 

法人市民税 
均等割のみ課税 

【減免措置あり】 
均等割・法人税割が課税 

固定資産税 
課 税【公益目的の不動産は減

免措置あり】 

課 税【公益目的の不動産は減

免措置あり】 

 

 地縁団体設立支援事業（補助金交付）  

 地縁団体設立認可申請及びこれに伴う不動産登記に必要な手数料等の経費（印紙代を

除く）について、市から補助金の交付を受けることができます。 

 詳しくは朝来市役所まちづくり協働部市民協働課にお問い合わせください。 

 

１ 補助対象事業費：１事業５万円以上 

２ 補助率：５割以内 

３ 補助金の限度額：30 万円 

４ 備考：１団体１回限り 
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生産森林組合からの組織変更 

 

 生産森林組合は、組合員の高齢化や不在化等により活動が低位となり、組合自ら森林

の経営事業を行いうる体制を維持できなくなってきている場合があります。 

 このような生産森林組合について、組合所有の森林を引き続き保有し、維持管理する

ことを主目的とする新たな法人形態へ移行を望む場合は、生産森林組合から認可地縁団

体に組織変更を行う制度があります。 

組織変更認可については、県知事が行うため、手続きの詳細に関しては、兵庫県朝来 

農林振興事務所へお問い合わせください。 

 

組織変更前の調整事項  

 生産森林組合を組織変更して地縁団体にする場合、事前に地縁団体に関し組合員の合

意形成や状況変化を組合員が容認できるか組合内で確認しておくことが重要です。 

(1) 区域外在住の組合員は地縁団体に加入できませんので合意を取る必要があります。 

(2) 組合員でない地区住民が地縁団体に加入してくる可能性があります。 

(3) 収益が出ても分配できなくなります。（山に手入れをしてきた組合員の不満がでるか 

 もしれません。） 

(4) 持分の扱い（現金預金等の分配を行うか、組合員以外の人にはどうするか） 

(5) 組合員名簿の整理 

   ア  脱退処理は事業年度末現在で行い、脱退者の持分の返還等合意形成を図る 

  イ  出資口数が動いた（動かす）場合は事業年度末現在から 4 週間以内に登記が必 

   要 

   ウ 組織変更する生産森林組合の組合員数を事業年度末現在で確定させておく 

(6) 生産森林組合の登記事項と現状とを比較して差異がある場合は登記を修正 

(7) 地縁団体へ組織変更する方針の決定 

 

既に同一地区内に認可地縁団体が存在しているかどうか  

 (1) 既に同一地区内に認可地縁団体が存在し、この地縁団体に生産森林組合の財産を

移譲する場合 

   生産森林組合は解散して、認可地縁団体へ財産を移譲するので、森林組合法に定 

  められた解散理由が存在する必要があります。また、組合員と地縁団体構成員との 
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  合意形成が難しい場合が多く、解散登記、清算結了登記が必要で事務が繁雑です。 

 (2) 既に同一地区内に認可地縁団体が存在し、生産森林組合が解散して地縁団体へ組

織変更する場合    

   認可地縁団体は、町又は字の区域等に住所を有する者により構成され、良好な地  

  域社会の維持及び形成に資する活動を行っていることから、各地域に一つ存在する 

  のが通常であると考えられますが、区域が重複する団体の認可については、区域と 

  してのまとまりや活動内容等、地域の事情を勘案しながら、地方自治法上の認可要 

  件に該当しているか否か市役所で判断されることとなります。 

   したがって、既に認可地縁団体が存在しても、生産森林組合が解散し、もう一つ 

  の地縁団体へ組織変更できる場合がありますので、兵庫県朝来農林振興事務所や市 

 役所でご相談下さい。 

 (3) 同一地区内に認可地縁団体がない場合 

  生産森林組合は解散し、地縁団体へ組織変更することになります。 

 

生産森林組合の組織変更（認可地縁団体・その他）フロー図  

   

 組織変更に 

ついて検討 
 ・ 組織変更計画の作成 

(組合員名簿の確認) 

     

理事会 ・ 総会の招集及び総会に付議する組織変更の決議 

   

 総会通知  ・ 総会の２週間前までに通知 

・ 総会に付議する事項と組織変更計画の要領を通知    

 総会(組織変更)  ・ 組織変更計画の承認決議 ・公告及び催告 

   

県知事への申請  ・ 組織変更の認可申請 

   

県知事による認可  ・ 組織変更の認可 

(認可地縁団体への組織変更の場合は、県知事は、認

可する前に市長の同意を得る必要がある。認可後､県

知事から通知を受けた市長が告示を行う。) 

 

 

 

 

           

 株式会

社に組

織変更 

合同会

社に組

織変更 

認可地

縁団体

に組織

変更 

 ・ 組織変更計画で定めた組織変更の効力発生日又は認

可を受けた日のいずれか遅い日に変更する組織とな

る。 

・ 組織変更計画の記載事項の定めに従い、定款を変更し
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   たものとみなすとともに、認可地縁団体への組織変更

においては、当該定款を組織変更後の認可地縁団体の

規約とみなす。 

 

 
 

 

  

 登 記  ・ 株式会社及び合同会社は、生産森林組合の解散登記と

新法人の設立登記 

・ 認可地縁団体は、生産森林組合の解散登記 

(認可地縁団体の設立登記は不要) 

・ 組織変更の効力発生日から２週間以内 
 

 
    

 組織変更事項を記載 

した書面の備置き等 

組織変更無効の訴えの提起 

・  組織変更の効力が生じた日から６ヶ月以内 

 ・組織変更の効力発生日から６ヶ月 

 

 

組織変更計画書の内容  

・組織変更する地縁団体の規約案 

  市役所と相談しながら、地域にあったものにしていただき、市役所の承諾を得てく 

 ださい。 

・地縁団体の構成員の名簿 

  事前に確定した生産森林組合の組合員で組織変更してできる地縁団体に入ることを 

 了承した組合員と、組織変更してできる地縁団体に入ることを了承した組合員以外の 

 その区域に住所を有する住民を記載することになります。 

・ 代表者の氏名 

・ 監事の氏名 

・組合員に対してその持分に代わる金銭を支払うときの額又はその算定方法 

 ・組合員に対して支払われる金額の総額 

 ・算定方法 

・組合員に対するその持分に代わる金銭の割当に関する事項 

 ・組合員出資 1 口に対して支払う金額 

・効力を生ずべき日 

・農林水産省令・総務省令で定める事項 

 （認可地縁団体の所有する森林の維持管理に関する事項） 

・財産目録に関する情報（森林、外部出資金等） 
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組織変更認可申請書の添付書類  

・組織変更計画書 

・組織変更計画書を承認した総会の議事録その他必要な手続があったことを証する書面 

・財産目録及び貸借対照表 

・公告及び催告したことを証する書面 

・組織変更後の認可地縁団体の規約（農会等の規約とすり合わせ、市役所と要相談） 

・組織変更後の認可地縁団体の構成員となるべきものの名簿 

・保有財産目録、保有予定資産目録 

・その区域の住民相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持管理等良好な地域社会の維 

 持及び形成に資する地域的な共同活動を現に行っていることを記載した書面 

・組織変更後の認可地縁団体の代表者就任の承諾を証する書面 

生産森林組合解散登記の添付書類  

・組織変更計画書 

・認可地縁団体の代表者の資格を有する書面（市役所の台帳写） 

・認可地縁団体の代表者の印鑑証明書 

・組織変更認可証（兵庫県朝来農林振興事務所から交付されたもの） 

・債務者保護手続きに関する書面（公告・催告関係の書類） 

・代理人を立てる場合は委任状 

その他の手続き  

・解散登記からすみやかに解散登記完了届（閉鎖事項全部証明書添付） 

・土地の名義変更登記（生産森林組合→認可地縁団体名） 

・森林の土地の所有者届出 名義変更から 90 日以内 

・解散登記後、決算日から効力発生日までの税の申告 
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質疑応答 Ｑ＆Ａ 

 

 

問 自治会が地縁団体に認可されると、市の指揮監督下に置かれることになるので

すか？ 

答 地方自治法第 260 条の２の趣旨は、市町村長が認可を行うことにより自治会が

権利義務の主体となることであり、この際の市町村の関与は自治会が権利義務の

主体となるための必要な要件を充足しているかどうかを確認するにとどまるもの

です。 

  したがって、認可後であっても、従来からの自治会と同様、住民が自主的に組

織して活動するものであり、市町村の行政権限を分担したり、市町村の下部組織

とみなされることはありません。 

 

問 自治会の区域に飛地があっても認可の対象となりますか？ 

答 地縁による団体の区域は、「住民にとって客観的に明らかなものとして定められ

ていること」が要件として定められています。この場合、当該地縁団体の構成員

のみならず当該市町村のその他の住民にとって容易にその区域が認識できる区域

であることを要することとされており、例えば、河川、道路等により区域が画さ

れていることが明確であればよいとされています。 

  したがって、区域の隣接性は必ずしも必要ではなく、飛地があったとしても、

地域としてのまとまりが歴史的な実態としてあるのであれば認可の対象となり得

ます。 

 

問 地区内に１つのまとまりがなく、２つの自治会があるような場合、それぞれを

地縁による団体として認可されることはありますか？ 

答 自治会は、町又は字の区域等に住所を有する者により構成され、良好な地域社

会の維持及び形成に資する活動を行っていることから、各地域に１つ存在するの

が通常であると考えられます。 

  しかし、一定の地域に自治会が混在していて区域が区分されていない場合、あ

るいは地域が１つにまとまっていないケース等については、区域としてまとまり、

目的に沿った活動がなされているかどうかなど、地域の実情を見守りながら判断

されることとなります。 
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問 「不動産又は不動産に関する権利等」とは、具体的にどのようなものが該当す

るのでしょうか？ 

答 具体的に以下のものが該当することとされています。 

 ① 土地及び建物に関する権利 

 ② 立木の所有権、抵当権 

 ③ 登録を要する金融資産（国債、地方債、社債） 

 ④ その他地域的な共同活動に資する資産であって、登録を要する資産 

 

問 個人単位ではなく、世帯単位を構成員としている地縁による団体は認可の対象

となりませんか。また、個人を構成員としていても表決権を世帯単位で一票とす

ることはできませんか？  

答 認可地縁団体の構成員は、個人としてとらえることとなっており、世帯でとら

えることはできませんので、会員は各々一個の表決権を有することとなります。 

  なお、世帯単位で活動し意思決定を行っていることが沿革的にも地域社会にお

いても是認され、そのことが合理的であると認められる事項に限り、構成員の表

決権を世帯単位で平等なものとして「所属する世帯の構成員数分の一票」とする

旨を規約に定めることは可能であると解されます。 

 

問 構成員の名簿には、世帯主だけでなく、世帯員であれば、生まれたばかりの子

供も記載する必要があるのでしょうか？ 

答 構成員とは住民個人であり、性別、年齢等は問いません。また、構成員は世帯

でとらえるのではなく、世帯主及び世帯員も名簿に記載する必要があります。 

  つまり、未成年、外国人も全て構成員となることができます。 

  なお、地縁団体の区域に住所を有する全ての個人は構成員となることができま

すが、全ての住民が構成員でなければ認可されないということではなく、その相

当数（区域の過半数以上）が構成員となっていれば認可されるものです。したが

って、生まれたばかりの子供についても住民なので全て名簿に記載しなければな

らないというものではなく、構成員だけの名簿を作成すればよいものです。 

 

問 地縁による団体の保有財産の一部に、神社の祠や墓地がありますが、このよう

な宗教的色彩の強い財産を保有していても認可の対象となりますか？ 

答 地縁による団体はいわゆる公共団体ではなく、一定の区域に住所を有する者の

地縁に基づいて形成された団体であり、宗教的活動の禁止や宗教上の組織等に対

する支出の制限を定めた憲法上の規定（第 20 条第３項、第 89 条）との関係は生
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じません。 

  また、地方自治法においても特別の規定を設けられていないことから、神社の

祠や墓地は地縁団体の保有資産となりうるものです。 

 

問 認可地縁団体は、法務局への法人登記が必要ですか？ 

答 法人が法人登記をするのは、第三者への対抗力を有するためです。 

  市長村長は、認可をした地縁による団体について、総務省令で定めるところに

より告示しなければならず、この告示は第三者への対抗力を有することになりま

す。このように、市長村長の告示は法人登記に代わるものであるため、法務局へ

法人登記をする必要はありません。 

 


